労災、損害賠償について：

■はじめに
過労死とは､過重労働による過労やストレスが原因の一つとなって、脳血管疾患、心疾患、呼吸器疾患や精神障害等を発症し、死亡または重度の後遺障害を残すことをいいます。
脳血管疾患や心疾患は、ご本人の血管病変等が長期に渡る生活の中で形成され、その程度が進行及び増悪するといった自然経過をたどり発症します。
しかしながら、業務による明らかな過重負荷が加わることによって、血管病変等がその自然経過を超えて著しく増悪し、脳血管疾患・心疾患が発症する場合があります。
また、呼吸器疾患や精神障害は、仕事のストレス（業務による心理的負荷）が蓄積し、発散不能に陥り、そしてこれが増悪することによって症状が顕著となり、最悪の場合は自殺に至ることがあります。
このように過重労働で発症する代表的な「脳血管疾患」や、心筋梗塞などの「心疾患」を合わせた脳や心臓の疾患を原因とするものは、国民の死亡者の3割を占めるに至っています。
厚生労働省は、これまで脳・心臓疾患の労災認定にあたって、主として発症前1週間程度の期間における業務量、業務内容等を中心に業務の過重性を評価してきましたが、平成13年12月、長期間に渡る疲労の蓄積についても業務による明らかな過重負荷として考慮することとし、「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基準」が改正されました。 

また、精神障害等については、旧労働省から平成11年9月に「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」が示されました。
これらの判断基準の改定により、従前に比べると労災認定は比較的認められやすくなってきてはいますが、労災請求のうちすべてが認定されるには至っておりません。（労災の補償状況で詳述）
発症後、回復の見込みのないケースでは、その後の生活補償についても事業主と話し合いを持つ必要があります。ただ、話し合いには疾病が仕事によって発症したものと立証しなければなりません。神戸労働法律研究所では、このような過重労働による過労死、脳血管疾患や心疾患、精神障害等の後遺障害の損害賠償請求手順のご指導、損害賠償請求額の算定、労災申請の知識の提供、労災の給付申請、審査請求、再審査請求について、社会保険労務士が支援いたします。
ご本人や大事な家族のためにも業務起因性を立証し、希望を勝ち取るための適切な措置を講じてまいりましょう。
■労災手続
この章は、次の項目から成り立っています。
　　■労災手続
　　├労災の位置づけ　　　：労災給付の位置づけを損害賠償と絡めて説明します。
　　├労災補償状況　　　　：国への請求件数に対する認定件数の推移などを説明します。
　　├業務起因性の認定　：仕事上の障害かどうかみることを業務起因性といいます。
　　├認定基準　　　　　　　：対象疾病や認定要件、発症の原因を定めたものです。
　　├認定要件　　　　　　　：業務起因性を認めるために基準が設定されています。
　　└労災申請手続　　　　：労災保険の申請手続きの方法を解説します。
労災の請求は、そもそも罹患された脳血管疾患・心疾患・精神障害等が、国が労災の給付対象に挙げている対象疾病に該当していなくてはなりません。（それぞれの対象疾病は認定基準の項で詳述します。）
誰がみても分かる外傷の労災請求はほぼ認められる可能性が高いですが、脳血管疾患・心疾患・精神障害等は、既往歴（たとえば高血圧や心不全など）の有無や仕事によって極めて高い負荷が身体または精神に影響を及ぼしたと客観的にみられない限りは労災に認定されないと考えて間違いありません。ただし、既往歴があったとしても仕事の負荷が限度を超えて身体及び精神に影響を及ぼして発症したと認められれば労災は給付されます。
このように、労災は請求するあなたに立証する義務があり、国は、あなたの申し立て・医師の医学的知見・会社への聴取・既往歴の有無などを総合的に調査分析し、因果関係（業務起因性）を判断します。
したがって、国への申し立てについては、第三者がみて客観的に発症した疾患が仕事によるものだと判断され得るものにしなければならないのです。
この労災手続の章では、業務起因性を立証するため、各項にわけて説明していきますので、国への労災手続の参考にしてください。また、初回無料のご相談メールも受けつけておりますので、活用してください。
■労災の位置づけ
この項では、労災給付の位置づけを損害賠償と絡めて説明します。
説明を分かりやすくするためにここでは、自動車事故に例えてみます。
みなさんは、自動車事故の被害者になった場合はどうしますか？その場でケンカなどにならない場合、普通はケガをしていればその状態に応じて、まず救急車。そして警察を呼んで、それから保険会社へ連絡しますね。
でも、労災はどうでしょうか？会社で仕事中にケガをして労災にしますか？健康保険を使う方も多いのではないでしょうか。会社でケガをして健康保険を使うと健康保険法違反になります。（健康保険法58条）
事故後の処理は損害保険会社に任せることになりますが、加害者からは心情的にも一言「ごめんなさい。」と誤ってほしいものです。
ところが、これが仕事上のケガや今回のような外傷を伴なわない疾患だとどうでしょう。労災にしたいとは思っても、会社に損害賠償を請求したいと思う人は少ないのではないでしょうか。また、損害賠償請求したいと思っても、やはり心情的にしにくいのが現状です。
会社には従業員の安全を守るため、安全配慮義務があります。これを履行していない会社は多く、とくに大手製造業では労災隠しが横行しています。
仕事上の災害や職業病の発生について会社側に帰責事由がある場合は、被災した本人または遺族は、伝統的には会社に対して不法行為を根拠とした損害賠償請求ができます。（民法709条）
ただ、判例では雇用契約上、信義則によって会社は従業員に対して作業上の安全に配慮する義務があり、その違反によって仕事上の災害や職業病が発生した場合は、会社の雇用契約上の安全配慮義務違反を理由に債務不履行による損害賠償請求を認めています。（民法415条）
労働基準法では、会社は従業員に対して必要最低限度の災害補償を義務づけています。（労働基準法75条～88条）
この労働基準法で規定されている災害補償の給付額をそっくりそのまま填補するのが労災です。
よって、労災給付がされれば会社は必要最低限度の補償をその限度（労災の給付額）において免れることになります。
言い換えれば、労災がでれば会社は少なくとも国が定めている最低限度の補償をしたことになります。
 
見方を変えると、従業員が仕事中にケガをすれば、その治療費や休業補償、場合によっては障害補償や遺族補償は、先にご紹介したとおり会社の義務になりますが、儲かっていない会社や倒産寸前の会社は、従業員に補償する余裕がありません。従業員がケガをしたり、死んでしまっても、勤めている会社の経営状態によって補償されたり、されなかったりという不安定さをなくすために会社に代わって国が労災という制度で最低限度の補償を肩代わりするのです。
労災は従業員を雇用しているすべての法人・個人事業（一部を除く）に適用されます。しかしながら労災は最低限度の補償であって、不幸にも後遺障害を残したり、亡くなってしまった場合はご本人やご遺族の方の生活は苦境に直面するのが大半です。そこで、会社に対する逸失利益や慰謝料を損害として賠償請求を行なうことになります。
労災で補償されない逸失利益や慰謝料を労災の上乗せ補償として会社が保険会社と契約している場合もあります。上乗せ補償を契約していれば、会社との交渉は契約していない場合に比べればまだ楽な方ですが、保険会社の上乗せ補償は労災が認定されることを条件としているものがほとんどで、脳欠陥疾患・心疾患・精神障害等によって後遺障害や死亡に至った場合は、認定されるまで何年もかかることが多く、残念ながら、現在の制度ではすべてが認定されるわけではありません。会社に対する損害賠償の請求そのものは労災に認定されるか否かという点では関係ありません（労災に認定されなくても損害賠償額を支払ってもらえる場合があります）。
このように、労災は今後の生活を続けていくために国が支給する必要最低限度の給付であり、後遺障害や死亡した場合、その方の平均余命（あと何年生きるか）に足りる補償額ではありません。よって本来、仕事をしていれば得られたはずの所得を逸失利益として、後遺障害や死亡に至った状態を慰謝料として会社に請求する損害賠償請求をするかしないかを当事者が判断することになります。
■労災補償状況
労災に認定されるか否かでご本人やご遺族の人生設計は大きく変わります。ここでは、どれだけの労災申請に対して、そのうち何件が認定されるのかを直近3ケ年における労災補償状況をみて解説していきます。
下表は直近3ケ年における労災の補償状況です。東京都と全国の請求件数に対する認定件数を示しています。平成13年は、14年、15年と比べて著しく認定件数が少なくなっていますが、これは平成13年12月に労災の認定基準が改正され、旧認定基準と新認定基準が混在しているためです。
平成13～15年度における脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況
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  ・ 認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。 

  ・ 平成13年12月に脳・心臓疾患の認定基準が改正されている。 

  ・ 請求件数は111件であり、前年度に比べ26件の減少 

  ・ 認定件数は52件であり、前年度に比べ2件の減少 

  ・ 脳・心臓疾患に係る請求から認定までの平均処理期間は7ケ月（全国平均8ケ月）となっている。 

表中の請求件数は、その年度に請求された件数ですが、認定件数は、必ずしもその年度に請求されたものではなく、前年度以前に請求されたものを含んでいます。
平成13年12月の認定基準改正により、年々認定率は上昇傾向にあるとはいえ、請求件数の半分も認定されていないのが現在の状況です。
次に、上表をグラフで示してみます。
	東京都労働局管内　脳・心疾患の労災補償状況
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	全国労働局管内　脳・心疾患の労災補償状況
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 出典：東京都労働局 

これをみれば認定率をあげるためには、客観的に立証し得る書類の整備が非常に重要ということが分かると思います。明らかな外傷による労災申請とは違い、脳血管疾患・心疾患・精神障害等は、その立証が大変難しく、被災者側が立証したものと思っても客観的でないとの理由から認定されないケースが多くあります。
では、国側は申請された労災事案をどのような基準によって、どのように認定するのか、次項に解説のバトンを渡します。
■業務起因性の認定
労災とは、『労働災害』を略した言い方です。労働災害と言う以上は、その疾病が「労働していて発生した災害」でなくてはなりません。
言い換えれば、元々心臓が弱い人がたまたま仕事中に心筋梗塞によって亡くなったということまで労災認定されるわけではありません。こういうものまで労災に認定すると、猫も杓子も認定されてしまい、本来の労働者救済という主旨に合わなくなります。過労死・後遺障害等の労災認定が難しいのも、この『労働災害』の立証が大変難しいという実情があってのことなのです。
過労死や後遺障害の原因となった疾病が仕事に起因して発症したものかどうかをこれまでみてきた認定基準等で判断していくことになります。
これを今回のテーマである『業務起因性の認定』といいます。
お話したように、申請された労災事案の認定については、業務起因性があったかどうかが焦点となります。
業務起因性とは、申請された疾病が仕事によって発症または増悪したものかどうかをみるものです。この業務起因性が成立するための第一次的な条件として『業務遂行性』がなければならないとされています。
『業務遂行性』とは、従業員が労働契約に基づいて事業主の支配下にある状態といいます。
申請された労災事案の認定については、業務起因性があったかどうかが焦点となります。
業務起因性とは、申請された疾病が仕事によって発症または増悪したものかどうかをみるものです。
分かりやすくいうと、例えば、仕事中に誰かに殴られた（私的怨恨によるものを除く）とか、切削工程で指を落とした、とかいった外傷は（通常は）、業務起因性があるといっていいでしょう。
ところが、過重労働による過労死や脳血管疾患、心疾患、精神障害等は、「外傷」という一見して分かりやすいものではなく、既往歴が高血圧であったとか、糖尿を患っていたとか、プライベートなことでは最近離婚したとか、家族が亡くなったといった精神的負荷なども総合勘案して業務起因性を判断します。そこで、業務起因性を立証するために膨大な資料を用意することになるのですが、それは次項以降で解説するとして、ここでは、業務起因性の認定要件について先に解説していきたいと思います。
業務起因性の認定要件は、次の3点が判断基準として示されています。
  ● 脳血管疾患・心疾患の業務起因性の認定要件 

    ①異常な出来事があった。 

    ②短時間の過重業務があった。 

    ③長時間の過重業務があった。 

脳血管疾患・心疾患の場合は、①,②,③のいずれかに該当すれば業務起因性が認められることになっています。
これを図で描くと次のようになります。
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    上図で示したとおり、次の業務による明らかな過重負荷を受けたことにより発症した脳血管疾患・心疾患が認定の要件となります。
    ①発症直前から前日までの間において、発生状態を時間的及び場所的に明確にし得る異常な出来事（以下「異常な出来事」という。）に遭遇したこと。 

    ②発症に近接した時期において、特に過重な業務（以下「短期間の過重業務」という。）に就労したこと。 

    ③発症前の長期にわたって、著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務（以下「長期間の過重業務」という。）に就労したこと。 

  ● 精神障害の業務起因性の認定要件 

    ①判断指針で対象とされる精神障害を発病していること。 

    ②判断指針の対象とされる精神障害の発病前おおむね6ヶ月の間に、客観的に当該精神障害を発病させるおそれのある業務による強い心理的負荷が認められること。 

    ③業務以外の心理的負荷及び個体側要因により当該精神障害等を発病したとは認められないこと。 

  ● 用語説明
    「業務による明らかな過重負荷」とは？ 

    ⇒「業務による明らかな」発症の有力な原因が仕事によるものであることがはっきりしていることをいいます。 

    「過重負荷」 

    ⇒医学経験則に照らして、脳疾患の発症の基礎となる血管病変等をその自然経過を超えて著しく憎悪させ得ることが客観的に認められる負荷をいいます。 

上記に挙げた3点の業務起因性の認定要件は後に詳しく解説します。
いずれにしても、過労死・後遺障害で労災の認定を勝ち取るためにはそれなりの認定書類を作成するとともに、速やかに証拠を保全する必要があります。
もしこのような状態であれば一刻も早く当職へご連絡ください。 

■認定基準
脳血管疾患・心疾患・精神障害等は認定基準によって対象となる疾病がそれぞれ定められています。対象疾病に該当しない場合は、現行基準では労災扱いになりません。もし次の対象疾病以外の疾病が仕事によって発症したものだということで労災請求される場合は、合わせて行政不服審査法によって審査請求する必要が生じます。
なお、この対象疾病に該当しているかどうかは、医師の医学的知見に基いて判断されます。
  ● 脳血管疾患の対象疾病 

    ①脳内出血（脳出血） 

    ②くも膜下出血 

    ③脳梗塞 

    ④高血圧性脳症 

  ● 心疾患の対象疾病 

    ①心筋梗塞 

    ②狭心症 

    ③心停止（心臓性突然死を含む。）  

    ④解離性大動脈瘤 

  ● 精神障害等の対象疾病 

    原則として国際疾病分類第10回修正（ＩＣＤ－10）第V章「精神および行動の障害」に分類される精神障害です。業務に関連する可能性のある精神障害は次のとおりです。 

    ①うつ病等気分[感情]障害 

    ②重度ストレス反応等ストレス関連障害等 

参考までに国際疾病分類第10回修正（ＩＣＤ－10）第V章「精神および行動の障害」に分類される精神障害を列挙しておきます。
  Ｆ0 症状性を含む器質性精神障害 

  Ｆ1 精神作用物質使用による精神および行動の障害 

  Ｆ2 精神分裂病、分裂病型障害および妄想性障害 

  Ｆ3 神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害 

  Ｆ4 気分[感情]障害 

  Ｆ5 生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群 

  Ｆ6 成人の人格および行動の障害 

  Ｆ7 知的障害（精神遅滞） 

  Ｆ8 心理的発達の障害 

  Ｆ9 小児〈児童〉期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害、詳細不詳の精神障害 

労災に認定されるかどうかは、発症した脳血管疾患・心疾患が仕事によって発症したのか、または自然経過によって仕事以外で発症したのかによります。仕事によってと認定されれば、労災から保険給付がなされ、損害賠償請求もやりやすくなります。
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勘違いしてはいけないのは、労災として認定されない場合であっても損害賠償請求できないということではありません。仕事によって発症したかまたは既往歴が増悪した場合は、業務遂行上の起因性が問われますが、会社が安全配慮義務を怠ったとして会社に対して民法上の安全配慮義務違反として損害賠償請求するということは十分にありえます。（民法415条）
損害賠償については、損害賠償手続の項で詳しく解説することとして、もう少し認定基準について掘り下げるため、次項では認定要件について具体的に話を進めていきたいと思います。
では、上記に挙げた3点の業務起因性の認定要件は後に詳しく解説するとして、次項では先に脳血管疾患・心疾患の労災の認定基準について具体的に解説していきましょう。
■認定要件
業務起因性の項で脳血管疾患・心疾患の認定要件は3つあるとお話しましたが、具体的には次を指し示しています。
認定要件1「異常な出来事」
「発症直前から前日までの間において、発生状態を時間的及び場所的に明確にし得る異常な出来事に遭遇したこと」とは？
  ●  異常な出来事 

    ①精神的負荷
極度の緊張、興奮、恐怖、驚がく等の強度の精神的負荷を引き起こす突発的又は予測困難な異常な事態。
例えば： 業務に関連した重大な人身事故や重大事故に直接関与し、著しい精神的負荷を受けた場合などが考えられます。
    ②身体的負荷
緊急に強度の身体的負荷を強いられる突発的又は予測困難な異常な事態。
例えば： 事故の発生に伴って、救助活動や事故処理に携わり、著しい身体的負荷を受けた場合などが考えられます。 

    ③作業環境の変化
急激で著しい作業環境の変化。
例えば： 野外作業中、極めて暑熱な作業環境下で水分補給が著しく阻害される状態や特に温度差のある場所への頻回な出入りなどが考えられます。 

  ● 評価期間 

    発症直前から前日 

  ●  過重負荷の有無の判断 

    ①通常の業務遂行過程においては遭遇することがまれな事故又は災害等で、その程度が甚大であったか。 

    ②気温の上昇又は低下等の作業環境の変化が急激で著しいものであったか等について検討し、これらの出来事による身体的、精神的負荷が著しいと認められるか否かという観点から、客観的かつ総合的に判断します。 

認定要件2「短期間の過重業務」
「発症に近接した時期において、特に過重な業務に就労したこと」とは？
  ●  特に過重な業務 

    日常業務〈通常の所定労働時間内の所定業務内容をいいます。〉に比較して、特に過重な身体的、精神的負荷を生じさせたと客観的に認められる仕事をいいます。 

  ● 評価期間 

    発症前概ね1週間 

  ●  過重負荷の有無の判断 

    特に過重な業務に就労したと認められるか否かについては、業務量、業務内容、作業環境等具体的な負荷要因を考慮し、同僚労働者又は、同種労働者（以下「同僚等」といいます。）にとっても、特に過重な身体的、精神的負荷と認められるか否かという観点から、客観的かつ総合的に判断します。 

  ● 同僚等とは？ 

    脳疾患を発症した労働者と同程度の年齢、経験等を有する健康な状態にある者のほか、基礎疾患を有していたとしても日常業務を支障なく遂行できる者をいいます。 

  ● 業務と発症との時間的関連性を考慮して次の2点を判断します。 

    ①発症直前から前日までの間の業務が特に過重であるか否か。 

    ②発症直前から前日までの間の業務が特に過重であると認められない場合であっても、発症前おおむね1週間以内に過重な業務が継続している場合には、業務と発症との関連性があると考えられるのでこの間の業務が特に過重であるか否か。 

  ● 具体的な負荷要因 

    ①労働時間 

    ②不規則な勤務 

    ③拘束時間の長い勤務 

    ④出張の多い業務 

    ⑤交替制勤務・深夜勤務 

    ⑥作業環境(温度環境・騒音・時差)  

    ⑦精神的緊張を伴う業務 

    ※負荷要因の程度を評価する視点は別表1,2を参照 

認定要件3「長期間の過重業務」
「発症前の長期間にわたって、著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務に就労したこと」とは？
  ●  疲労の蓄積 

    恒常的な長時間労働等の負荷が長時間に渡って作用した場合には、「疲労の蓄積」が生じ、これが血管病変等をその自然経過を超えて著しく憎悪させ、その結果、脳疾患を発症させることがあります。
このことから、発症との関連性において、業務の過重性を評価するにあたっては、発症前の一定期間の就労実態等を考察し、発症時における疲労の蓄積がどの程度であったかという観点から判断します。 

  ● 評価期間 

    発症前概ね6ケ月間 

  ●  過重負荷の有無の判断 

    著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務に就労したと認められるか否かについては、業務量、業務内容、作業環境等具体的な負荷要因を考慮し、同僚等にとっても、特に過重な身体的、精神的負荷と認められるか否かという観点から、客観的かつ総合的に判断します。
業務の過重性の具体的な評価に当たっては、疲労の蓄積の観点から、労働時間のほか、次の6点の負荷要因について十分検討することとなっています。 

  ● 具体的な負荷要因 

    ①不規則な勤務 

    ②拘束時間の長い勤務 

    ③出張の多い業務 

    ④交替制勤務・深夜勤務 

    ⑤作業環境(温度環境・騒音・時差)  

    ⑥精神的緊張を伴う業務 

    ※精神的緊張を伴う業務は別表2を参照 

  ● 労働時間の評価の目安 

    疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられる労働時間に着目すると、その時間が長いほど、業務の過重性が増すところであり、具体的には、発症日を起点とした1ケ月単位の連続した期間をみて、次の3点を踏まえて判断します。 

    ①発症前1ケ月間乃至6ケ月に渡って、1ケ月当たり概ね45時間を超える時間外労働が認められない場合は、業務と発症との関連性が弱いと評価できること。 

    ②概ね45時間を超えて時間外労働が長くなるほど、業務と発症の関連性が徐々に強まると評価できること。 

    ③発症前1ケ月間に概ね100時間又は発症前2ケ月間乃至6ケ月に渡って、1ケ月当たり概ね80時間を超える時間外労働が認められる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できること。 

    ※「発症前1ケ月間乃至6ケ月間」は、発症前1ケ月間、発症前2ケ月間、発症前3ケ月間、発症前4ケ月間、発症前5ケ月間、発症前6ケ月間のすべての期間をいいます。  

    ※「発症前2ケ月間乃至6ケ月間」は、発症前2ケ月間、発症前3ケ月前、発症前4ケ月間、発症前5ケ月間、発症前6ケ月間のいずれかの期間をいいます。 

労働基準法32条では、日の法定労働時間を8時間、週については40時間を超えて労働させてはならないと規定しています。もしこれを超えて労働させる場合は、事前に同法36条に基づく労使協定を締結し、残業する従業員やその業務、残業する時間について労働基準監督署に届出なければなりません。もちろん、この場合でも届出をすれば残業が法的に許されるというものではなく、従業員に対する健康を損なうことのないよう、会社には安全配慮義務が課されます。
これまで述べてきた通り、労災認定を勝ち取るには、『どれだけの過重労働であったのか』をタイムカードや給与明細によって立証しなければなりません。認定要件としては、先ず長時間労働の立証、次に健康管理上、心身に著しく支障をきたす業務であったかどうかが問われます。日頃からタイムカードを実態に即してきちんと記録することはもちろんですが、勝手にタイムカードを押されるまたは押してからサービス残業せざるを得ない場合は、ご家族の方が日記やメモに記録しておくなどの対策が後に大きな証拠をなります。
■労災申請手続
これまでみてきた通り、労災の申請にあたっては次の3点の認定要件のいずれにあたるのかを明らかにし、具体的にこれまで解説した個々の要件を満たすように書類等を整備する必要があります。 

    ① 異常な出来事
    ② 短期間の過重負荷 

    ③ 長期間の過重負荷 

  ●  申請書類の整備 

    少なくとも次の資料を用意しましょう。 

    ① タイムカード。タイムカードが用意できない場合は、ご本人の勤務状況に即した日別の勤務状況表を作成してください。ご本人が作成した勤務状況表は客観性がありませんので、出来得る限り次のような資料を添付してください。
・ 時間外労働及び休日出勤したことを証する同僚の方やご家族の証言に基づいた資料 

・ 有料道路を使用したときのETC記録や領収証 

・ タイムカード以外にご本人の氏名と入退社時間を記録した書類（工場や倉庫の守衛窓口の入退室記録等） 

・ その他、超過勤務の実態を客観的に証明するに足る資料。 

    ② 給与明細（6月以前～現在までのもの） 

    ③ 日々の作業環境及び天候を記した資料。勤務状況表をご本人が作成される場合は、各日の欄に記載してください。また、作業環境についてはその所見や実態を同僚の方に別表追記して頂く等、客観性を主張し得る資料としてください。 

    ④ 就業規則。アルバイトの場合は、正社員用の就業規則とアルバイト用の就業規則を揃えてください。常時10人以上の労働者を雇用する事業主は労働基準法89条により、就業規則を作成し労働基準監督署へ届け出る義務があります。また会社は労働基準法106条により、就業規則を労働者に周知させる義務があります。 

    ⑤ 医師の診断書。この障害が自然経過的に発症したものではなく、身体への過重な負荷がかかったことにより発症したとするカルテ、診断書、意見書が望ましいです。但し、医師の診断による医学的事実に対する評価を歪めるものであってはなりません。
ただし、場合によっては出さない方がいいこともあります。事案によりどのように労働基準監督署が判断するか、また会社に対して損害賠償を請求する場合に、何を以って請求の意図とするのかによって判断します。詳しくは当事務所にご相談ください。
    ⑥ 雇入れ時の健康診断書。常時使用する労働者を雇入れる場合、労働安全衛生法施行規則43条により、会社は雇入れ時の健康診断を受診させねばなりません。 

    ⑦ 現在の窮状を訴える書類。過重な労働による勤務当時の状況や被災後の心身の変化、家族の心境、今後の生活不安、会社に対する気持ち等を記した書類を作成してください。 

    ⑧ 申立書。発症直前～6ヶ月前までの勤務状態、勤務環境（著しく暑熱・寒冷な職場、騒音、振動等）、同僚、上司の証言等勤務に関係する状況を記載する書類です。 

    ⑨ 各種支給申請書類（療養補償給付・休業補償給付・障害補償給付・遺族補償給付等）。①～⑧はこの⑨の支給申請書類に添付する書類です。実際の請求行為は⑨の書類の届出によって開始されます。 

  ● 申請書類の届け出先  

      勤務先の所在地を管轄する労働基準監督署の労災課へ請求します。たいていの場合、届出書を受理した方が担当官となります。 

      上記の⑨でお話したように⑨の届出書提出により請求行為の開始となります。届出～認定可否の判断が出るまで平均7ヶ月程度（都道府県によって若干異なる）かかりますので、生活費に困るような場合は、なるべく早く⑨の書類を届出し、あとで①～⑧の書類を提出しましょう。
その場合は、あとでどんな書類を提出するか、あらかじめ⑨の書類の届出時点で担当官に伝えておかないといけません。書類を揃えるのに当初予定していたよりも時間がかかりそうなら、進捗も伝えておきましょう。
      尚、最近は認定可否のスピードがあがってきており、私の個人的な統計では5ヶ月くらいで結果がでてきています。 

      これは当然といえば当然ですが、⑨の本来の届出書の他に①～⑧までの証拠書類を提出するからです。これらの証拠書類がないと労働基準監督署としては、何もないゼロから調べていかなければなりません。証拠書類があれば、書いてあることが本当なのかどうか調べることで足りますので、認定可否のスピードは必然的に上がることになります。 

      もっとも、労働基準監督署では労災対応の内規がマニュアル化されており、そのマニュアルに従って調査しますので、あらかじめ何を調べるのかを分かって必要な証拠書類を提出する当事務所のノウハウで短期にかつ認定の勝率が上がります。 

■損害賠償手続
この章は、次の項目から成り立っています。
　　■損害賠償手続
　　├逸失利益と慰謝料の違い　　：損害賠償請求の内訳をみていきます。
　　├逸失利益の算定方法　　　　：逸失利益はどのように何を元に算定するかを解説します。
　　├慰謝料の算定方法　　　　　　：慰謝料はどのように何を元に算定するかを解説します。
　　└損害賠償請求方法　　　　　　：どのようにして賠償請求するのか、その手続きについて解説します。
『労災の位置づけ』でもお話しましたが、労災というものは、会社の賠償責任を国が代わって行なう賠償責任保険です。これまでお話したように、誰かを雇えばその時点から雇われた人は労災保険の強制被保険者となります。人を雇って事業をする全ての法人・個人事業所は労災が強制的に適用される事業所となるのです。
このように、ほとんどすべての団体が労災保険の適用対象となることから、その額は必要最低限度のものとなっています。車でいう自動車賠償責任保険と同じです。
労災保険の給付額は必要最低限であるがゆえ、これからのご本人・ご遺族の生活費を考えるとその額は微々たるものに過ぎません。
よって、その逸失利益や慰謝料の支払いを求めていこうというものが損害賠償の請求となるのです。
■損害賠償について
過重労働によって過労死や後遺障害を負った場合は、ご遺族やご本人は勤めていた会社へ損害賠償を請求することができます。
ご本人が死亡したり障害を負うことなく、本来健康に仕事をしていれば収得できたはずの嫁得能力を逸失利益として算定し、これに慰謝料を加えたものが損害賠償請求額となります。
一般にいう「労災」とは、労働者災害補償保険法に基く国の制度として国に労働災害を認定させ、補償してもらうというものです。
先にお話したように労災は、労働基準法で定められている最低限の事業主補償を国が代行して補償する制度であり、本来の賠償責任は会社にあります。
すなわち 、過重労働によって業務上疾病を発症し、過労死または後遺障害を負った直接の原因は、国ではなく会社にあるということです。
これを自動車事故に例えてみましょう。
一定の加害事故により被害を受けた場合、感情的にも事実上も加害者に文句をいうのであって、はじめから加害者が契約している保険会社に文句をいう人はいませんね。加害者から誠意ある回答や謝意をもらって、代理者である保険会社と交渉するというのがもっともとするところです。
なのに何故、労災事故は、まず国への請求ありきなのでしょうか。本来なら加害者である会社に対して行動し、そのうちの最低限度の補償を国に請求すべきでしょう。
重ねていいますが、このように労災は、会社の賠償責任のうち、必要最低限度において国が代行補償する制度であり、死亡または重度の後遺障害を残した場合は、その後のご本人やご遺族の生活補償を逸失利益として会社に請求することができます。
この損害賠償手続の章では、損害賠償の内訳、額の算定及び賠償手続きの進め方について解説していきますので、会社への損害賠償請求手続の参考にしてください。
ただし、事情はその人によって様々です。必要があれば初回無料のご相談メールも受けつけておりますので、活用してください。また、弁護士とのコネクションも活用頂けますので、事案により相談させて頂きます。
■逸失利益と慰謝料の違い
『労災の位置づけ』でもお話しましたが、逸失利益とは、被災者が健康に仕事をしていた場合において、本来得られるべきであったはずの稼得利益を計算した額です。
一方、慰謝料とは、逸失利益とは別に精神的苦痛に対して支払われるべき額です。それぞれの額の算定方法は次項以降でお話しますが、損害賠償額はこの逸失利益と慰謝料を合わせた額となります。
損害賠償は何に基づいて誰に請求するのかが請求前の焦点になりますが、過重労働が原因して過労死・後遺障害となった場合の損害賠償請求の事由には大きく3つの方法があります。
  ① 過重労働によって死亡・障害が残った場合 ⇒会社に対して安全配慮義務違反を根拠として提訴 

  ② 過重労働であったが、会社から指示された業務内容によって死亡・障害が残った場合 ⇒会社に対して安全配慮義務違反を根拠として提訴 

  ③ 労災不支給決定の取り消し ⇒労働基準監督所長等に対して行政訴訟 

①,②は会社に対しての損害賠償請求ですので、労災の上乗せ部分の請求ということになります。
③は労災が認定されなかったことに対して監督行政庁に対して不支給決定の取り消し訴訟を行なうものです。
『労災の位置づけ』の項で「会社に対する損害賠償の請求そのものは労災に認定されるか否かという点では関係ありません（労災に認定されなくても損害賠償額を支払ってもらえる場合があります）。」とは、概ね②のケースが該当します。
通常は、過重労働によって死亡・障害が残った場合は、過重労働であったことそのものを根拠として会社に損害賠償請求されること（①のケース）の方がよいと思われます。
何故なら、過労死ラインと言われる月平均80時間の時間外労働そのもので労災に認定されることが多く、過労死ラインをクリアしていれば損害賠償請求も認められやすいということと過重労働でありながら、会社からのなにがしかの指示によって障害を負ってしまった場合、これを根拠とすることであらぬ揚げ足をとられかねないという危惧があるからです。
また、③の行政訴訟についてですが、労災に認定されなかった場合、監督行政庁に対して不支給取り消しの請求を提起します。労災申請は三審制になっており、一審は労働基準監督署長に対して請求し不支給となってもさらに請求したい場合は都道府県労働局の労災保険審査官に対して審査請求することができます。これが二審目。さらに不支給となっても厚生労働省の労働保険審査会に対して再審査請求できます。これが三審目です。
行政訴訟は一審目～三審目のどこでおこなっても構いませんが、被災者やご遺族のお気持ちやその時々のケースに合わせて個別具体的に弁護士とともに検討し、行動されることをお勧めします。
■過労死ラインについて
過労死ラインとは前述したとおり、月平均の時間外労働時間が概ね80時間を超えるところをさします。
では何故、80時間なのでしょうか。これはこの基準そのものが睡眠時間と密接に関係して決まっているからです。通常、会社で仕事をして帰宅、そして就寝し翌朝起床する生活の中で研究の結果、5時間以上就寝できないレベルが月80時間の時間外労働だとしているためなのです。
つい最近、大阪で月の時間外労働時間が79時間15分なのに不支給となり、これを不服として行政訴訟した事件がありましたが、裁判では80時間に相当程度接近しており、不支給とはしないという判決になりました。
基準を定めている以上、ある程度は仕方のないこととはいえ、その基準を微妙に満たしていないからという理由で不支給とするのは問題があると言わざるを得ません。そういった観点で今回の決定は非常に有益なものを言えます。
■逸失利益の算定方法
逸失利益は死亡時と後遺障害が残ったときとで算定方法が異なります。この項ではそれぞれの算定の根拠を含めて説明していきます。
●過労死した場合の算定
まず、過労死した場合の算定について説明します。この場合は、過労死した方がその後何年働いて収入を得られたかを算定することになります。
具体的には、基礎収入から過労死した方の生活費を控除して、就労可能年数に対するライプニッツ係数または新ホフマン係数を乗じて中間利息を控除して算定します。これを式にすると次のようになります。
死亡逸失利益＝（基礎収入－生活費）×ライプニッツ係数または新ホフマン係数 

基礎収入とは、原則として被災前の現実収入額のことです。現実収入額以上に将来収入を得られる立証があれば、その金額を基礎収入とします。
生活費というのは、生きていれば本来かかった生活費がありますので、過労死した場合はこれを収入から控除することになっています。
また、ライプニッツ係数または新ホフマン係数を乗じるのは、相手方に請求する逸失利益は将来得られるはずであった得べかりし利益ですので、現在の価値に修正しなければなりません。損害賠償実務では、年5％で運用することを前提とした係数表がありますが、単純に死亡後の労働可能年数（後遺障害の場合は労働能力喪失期間）を乗じると被災者側に利得が発生するため、中間利息を控除する必要があるのです。
さて、中間利息を控除するためのライプニッツ係数または新ホフマン係数ですが、それぞれは何かというと、次のようになります。
  ライプニッツ係数   元本を複利で運用することを前提とした方式 

  新ホフマン係数   元本を単利で運用することを前提とした方式 

どちらの係数を使うかは、各裁判所の判断に任されていますが、最近はライプニッツ係数を用いる傾向があるようです。
労働可能年数の終期は原則として67歳とされていますが、高齢者の場合は平均余命の2分の1とされます。実務では、事故時の年齢から67歳までの年数と平均余命の2分の1のどちから長い期間を使うことになります。
尚、葬祭費についてですが、かつては損害賠償の算定からは除外されていましたが、最近では相当の範囲で認められるようです。
●後遺障害の場合の算定
次に後遺障害の場合の算定ですが、治療関係費や看護費、休業損害、そして労働能力が喪失したことによって将来得られるべき利益が通常損害になります。
具体的には、基礎収入に労働能力喪失割合を乗じて、さらにその労働能力喪失期間に応じたライプニッツ係数または新ホフマン係数を乗じて中間利息を控除して算定します。これを式にすると次のようになります。
後遺障害逸失利益＝基礎収入×労働能力喪失割合×ライプニッツ係数
または新ホフマン係数 

労働能力喪失割合は、後遺障害等級に対応する労働能力喪失率を基準に求めます。労働能力喪失割合は、次項の慰謝料の額の算定を参照ください
過労死の場合は生活費を控除しましたが、後遺障害の場合は幸いにも生存しており、損害賠償請求額から生活費を支払わねばなりませんので、生活費の控除はありません。
■慰謝料の算定方法
慰謝料は、不法行為によって被災者が受けた精神的苦痛（悲しみ、恐怖、恥辱、痛みなど）の損害賠償といわれています。精神的苦痛がどの程度の金銭に該当するのかを算定するのは非常に難しい問題ですが、慰謝料を私的な制裁とする立場もあります。
逸失利益と同様に慰謝料も死亡時と後遺障害が残ったときとで算定方法が異なります。ただし、あくまでも目安であり、死亡時の年齢、家族構成や障害の程度などにより増減が発生します。
また、慰謝料額は被災者それぞれによって程度の違いを設けないよう、客観化・類型化されています。
●過労死した場合の算定
過労死された方が一家のどのような立場であったかによって額面が変わってきます。具体的には次の通りです。
被災者 慰謝料額（万円） 

一家の支柱 2,500～3,000 

母親・配偶者など（一家の支柱に準ずる場合） 2,200～2,500 

その他独身の男女、子供など 2,000～2,400 

●後遺障害の場合の算定
後遺障害の場合の算定は、障害等級に合致した14等級で額面をだします。
障害等級 慰謝料額（万円） 労働能力喪失率 

1級 2,500～3,000 100％ 

2級 2,100～2,500 100％ 

3級 1,700～2,100 100％ 

4級 1,450～1,700 92％ 

5級 1,250～1,450 79％ 

6級 1,050～1,250 67％ 

7級 880～1,020 56％ 

8級 730～850 45％ 

9級 600～680 35％ 

10級 470～550 27％ 

11級 350～420 20％ 

12級 240～300 14％ 

13級 150～190 9％ 

14級 80～110 5％ 

14級に該当しない場合でも、それに応じた慰謝料が認められることがあります。これも個々のケースを具体的に確認した上での算定になります。
また、症状が特に重い場合は、上限の2割増程度の金額まで加算することがあります。
■損害賠償請求方法
損害賠償請求は、何を誰に対して賠償請求するのか確認した上で進めなければなりません。その後、ケースにもよりますが、賠償請求の意思表示を郵送で行なう場合は、賠償請求する旨の書面を内容証明郵便を配達記録付で送付します。
賠償請求は、労災に認定される前と後で性格が変わってきます。原則的には、労災の認定をとった上で賠償請求する方が勝率は高いといえます。
●労災認定された後の賠償請求
労災認定された後、賠償請求する場合の根拠ですが、この場合は過重労働を根拠として賠償請求された方がよいでしょう。
過労死や後遺障害を負うようなケースは、会社側の安全配慮義務違反が多くありますが、これは安全配慮義務に違反したからといって死亡や後遺障害が業務起因性に直接結びつくと明確に言えないからです。
このようなケースでは請求人も感情的にピンポイントで会社の安全配慮がなかったと主張する場合があります。気持ちはよく分かりますが、過重労働であったことが既に労災認定によって立証されているわけであり、認定されたということは過重労働に業務起因性があったということですから、せっかく認められている業務起因性をみすみす捨てる必要はないわけです。
ここで問題となるのが、証拠書類です。損害賠償請求をする以上、請求人が過重労働を立証しなければなりませんが、労働基準監督署が労災認定のための調査に入ったわけであり、証拠書類は労働基準監督署に保管されています。
そこで、損害賠償したいから証拠書類を頂戴したいと労働基準監督署に申し入れてもほとんどの場合は提供してもらえません。この場合、証拠書類を収集する方法はいくつかあります。
  ① 会社に証拠書類を提供するよう、申し入れる。 

  ② 会社に在籍している親しい同僚を通じて入手する。 

  ③ 都道府県労働局に情報公開法に基づいて労働基準監督署が収集した書類及び関連する書類について開示請求を行なう。 

  ④ 弁護士に依頼し、証拠保全命令を裁判所から出してもらう。 

ここで重要なポイントは、あなたと会社がどのような関係にあるかです。労災認定についても会社側の協力が得られ、上乗せとなる今回の賠償についても前向きに考慮してくれる会社であれば、おそらく①の方法以前の段階で示談交渉になるでしょう。
会社側の協力が得られないことの方が相対的には多いと推測される中で会社側に賠償請求するとなると、①、②の方法は今ひとつ実行性に欠けることと、仮に提供されたとしても有力な証拠書類として機能するかどうかは甚だ疑問が残ります。
何故なら、交渉する以上、会社側もなんらかの対策をとるのが普通と考えるからです。
となると、③または④の方法が有力といえます。
③は会社を管轄する都道府県の労働局に対して情報公開法に基づいて、労働基準監督署が収集した書類及び関連する書類について開示請求することにより、認められれば概ね2ヶ月以内に入手できます。ご自身で賠償請求される場合、最も有力な方法といえます。
④は弁護士に依頼し、証拠保全命令を裁判所から出してもらって会社に 乗り込んで証拠書類を押収するという手続きです。
ただ、このケースでは既に労災に認定されている場合は、タイミング上遅いといえます。通常は労災認定請求すると同時に証拠保全の手続きをすることが多いからです。
ただし、この場合、会社が非協力的なケースでは有効といえますが、協力的なケースではわざわざ敵対的な姿勢を持ち出すのは得策とはいえません。
よって、会社の姿勢をよく観察して当方の態度を決めなければなりません。
●労災認定される前の賠償請求
労災認定される前も認定された後の場合と同様に会社の態度如何によってこちらの行動を考えなければなりません。
具体的には、会社の協力姿勢と算定した時間外労働時間が過労死ラインに達しているかどうかによって考えます。
当然、労災認定請求は労働基準監督署に対して行なうわけですから、こちらから労働基準監督署に提出する書類はすべてコピーをとっておきます。
過重労働がもとで過労死・後遺障害となったとして労災認定請求と損害賠償請求をするわけですから、時間外労働が月当たり80時間という過労死ラインにある程度到達していなければなりません。
よって月当たりの時間外労働時間をみて、過労死ラインに達しない場合は、労災の認定は非常に難しくなっています。
しかしながら、平成17年3月に過労死ライン80時間に達しておらず不認定となった不認定取り下げを求めた大阪の訴訟では、79時間少々の時間外労働時間が過重労働であるとして、労働基準監督署の不認定を取り消し、労災認定するとした判例があります。
これは、過労死ラインが何故80時間とされているかが焦点になったわけですが、勤め人が残業して帰宅し、その疲れた体を癒すための就寝時間が概ね6時間は必要とする医学的知見に基づいて、月80時間の時間外労働をすると、この6時間の就寝時間を維持できないからという理由によるものだからです。
ただし、就寝時間は個人差が大きく影響するものと考察されるから、就寝時間の維持という見地から算定した過労死ライン80時間を一律の基準とするのは問題であるとし、過労ラインに到達していないからという理由で不認定とするのは認められないとなったわけです。
ただ、これが70時間ならどうか、また60時間ならどうかというと最終的には個別具体的に調査、分析された上での判断ですが、一般論として認定は難しいと言わざるを得ません。
労災の結論が出る前に賠償請求するということは、労災認定の可能性が低いというケースが多いので、この場合は、労災申請と同時に賠償請求交渉に入るのはある程度致し方ない方法といえます。
賠償請求は相手方の出方によって打つ手が変化します。
忘れてならないのは、損害賠償請求というとすぐ『訴訟』を連想してしまう方がいらっしゃいますが、被った損害を補償してもらうための請求行為に他なりませんので、はじめから闘争心をむき出しにして交渉にあたるよりも、自制心を保ちながら相手の動向をうかがい、示談交渉で有利にもっていくというやり方がよりベターといえます。
その交渉を進めるなかでこちら側に不利な条件となったり、頓挫したりといったようなケースに至った時点で第三者による判断、つまり司法判断を利用するという流れで進めていきましょう。
ただし、これは個別具体的なケースにより様々ですので、状況をよく考慮の上、行動せねばなりません。
■障害年金手続
この章は、次の項目から成り立っています。
　　■障害年金手続
　　├国民年金の障害年金　　　 ：自営業者と会社員や学生のための障害年金です。
　　├厚生年金の障害年金　　　 ：会社員のための障害年金です。
　　├障害年金と労災との調整　：仕事上の病気やケガで労災を受給している方は年金が下がります。
　　└損害賠償と労災との調整　：損害賠償と労災給付が同じ事由ならどちらかが調整されます。
障害年金は社会保険の制度から支給される年金です。この章では、障害年金について解説するとともに、労災や損害賠償を受けた場合の年金額や損害賠償額の減少についても加えて解説してまいります。
■障害年金とは？
冒頭でお話した通り、障害年金は社会保険制度から支給される年金です。その種類は大きく2つあり、
　①国民年金から支給される障害基礎年金
　②厚生年金から支給される障害厚生年金
があります。
障害年金が属する社会保険と労災の属する労働保険は別個の制度であり、保険料も社会保険料、労働保険料と別個に納付しています。
よって、病気やケガをして所定の要件に該当すれば、社会保険、労働保険からそれぞれ保険金が支給されます。
また、この章で『障害年金』といえば、この『障害基礎年金』と『障害厚生年金』の2つを指すとご認識ください。それぞれの年金を個別に指す場合は、『障害基礎年金』、『障害厚生年金』のように個別具体的な名称を用いることとします。
さらに国民年金、厚生年金には次表の通り、老齢・障害・遺族とそれぞれ大きく3つの年金給付があります。
社会保険 老齢年金 障害年金 遺族年金 

国民年金 老齢基礎年金 障害基礎年金 遺族基礎年金 

厚生年金 老齢厚生年金 障害厚生年金 遺族厚生年金 

この章では、障害年金を取り上げて解説していきます。
せっかくですので、それぞれの保険についてもう少し深くお話します。
社会保険とは、次の①、②をいいます。
　①厚生年金または共済年金、国民年金
　②健康保険または国民健康保険
労働保険とは、次の①、②をいいます。
　①労災保険
　②雇用保険（俗称は失業保険）
保険料は社会保険、労働保険とも次のように構成されています。
社会保険 厚生年金、共済年金と健康保険は会社と従業員の概ね折半負担。
国民年金と国民健康保険は会社員でない自営業の方や学生の方が加入する制度ですので、全額本人負担。 

労働保険 労災保険は全額会社負担。 

雇用保険は会社と折半負担。 

障害基礎年金、障害厚生年金は仕事上、仕事外を問わず所定の要件に該当する方に支給される年金です。
仕事上で後遺障害を負った方に労災保険から支給されると同一人に対して2つの制度から二重に支給されることになり、この二重適用を防ぐために、併給調整といって減額支給されることになっています。
障害基礎年金、障害厚生年金は労災よりも適用の範囲が小さく、重度障害でなければ支給されません。
しかしながら、障害年金を管掌する社会保険事務所と労災を管掌する労働基準監督署の障害等級の認定基準は異なっており、労災の障害等級が低いからといって一律に障害年金の支給が認められないということにはなりません。
■国民年金の障害年金
前章の障害年金手続でお話した通り、国民年金の障害年金（以下、障害基礎年金）は、自営業者と会社員や学生のための障害年金です。
（会社員の方は次章で紹介する厚生年金の障害年金（障害厚生年金）を参照ください。
また、共済組合に加入されている方は共済組合の障害年金（障害共済年金）となります。）
■障害基礎年金はどうすればもらえるか？
障害基礎年金を受給するには、所定の要件を満たした上で社会保険事務所に受給申請をする必要があります。
所定の要件に該当しなければ障害基礎年金は受給できません。
労災の場合は、会社が労働保険料を全額負担で国に支払い、死亡や所定の障害状態に該当したときに受給できます。労働者保護の観点から、万が一会社が労災未加入であったとしても特例的な救済措置により事後労災に加入することができ、労災補償が行なわれます。
事後の加入になることから『保険の逆選択』（事故があってから保険に入ることを認めると、事故がない人は保険に入らなくなってしまい、保険の相互扶助による救済効果がなくなる。⇒保険財政が破綻する。）を認めることになり、通常ありえない措置ですが、国としては、働いた瞬間から従業員は労災保険の適用であり、労基法上の会社の災害補償の観点から見ても従業員に対しては補償すべきとのことからこれを認めています。
これは、従業員からすると、従業員自身は保険料負担がなく、当然加入しているものと思っていても会社側の隠匿により、労災未加入であった場合は会社としての責任はあるが、従業員の責任はなしとの見方をするためです。
ただし、この場合、当然会社に対しては追徴的な労災保険料は課金されます。
このようにして労災の場合は事後加入が可能であり、労災補償がなされます。
一方、今回テーマとなる障害基礎年金は国民年金の被保険者に対して支給される制度です。当然といえば当然ですが、国民年金の被保険者でない（20歳前の未成年者、老齢年金の受給資格者、厚生年金・共済年金の被保険者を除く）方には支給されません。
我が国は昭和36年に国民皆年金制度が構築されました。原則20歳以上60歳未満の日本国内に住んでいる方は、何らかの社会保険制度に強制加入しており、所定の障害状態に該当すれば、何らかの社会保険制度から障害年金を受給することができます。
余談ですが、難民保護法の制定により国籍要件も撤廃され、受給するには日本国民である必要はなく、日本に住居を有していれば我が国の社会保険制度の対象者となります。
この社会保険制度から支給されるのが、障害基礎年金、障害厚生年金、障害共済年金です。
よって、日本国内に住んでいればこれらの障害年金は受給できるのですが、なかには受給できない方もいます。
これが最近よく報道されている国民年金未加入者です。本来強制加入が原則ですので、先にお話した原則20歳以上60歳未満の自営業者は国民年金制度に加入しています。ただ、保険料を滞納していたり、手続きを怠っているなどして保険料を支払っていない間に事故に遭遇した場合は、本来受給できるはずの障害基礎年金が受給できなくなります。
もし読者の方で国民年金を未納・滞納されている場合は、納付手続きするか、家計が苦しい場合は免除申請ができますので、速やかに手続きされることをお勧めします。年金とは老後にもらえるものばかりではなく、障害や死亡した場合にも支給されるものです。民間の生命保険に加入する前に公的保険を今一度見直してみてください。
では、具体的に障害基礎年金の支給要件をみていきましょう。
障害基礎年金は次の①～③のすべてを満たした方が受給できます。
　①初診日において次のいずれかに該当していること。
　　　・被保険者の方。
　　　・被保険者であった方で、日本国内に居住する60～65歳未満の方。
　②障害認定日に、その傷病により障害等級1級または2級に該当していること。
　③初診日の前日における保険料納付要件を満たしていること。
③の『初診日の前日における』とは、少なくとも傷病を負う日の前日に国民年金に加入していないと障害基礎年金はもらえない（上記の『保険の逆選択』）という意味です。
また、『保険料納付要件』とは、被保険者期間のうち、保険料を納付した期間＋（もしあれば）正式な免除期間を合算した期間が少なくとも2/3以上ないと障害基礎年金はもらえないという意味です。（ただし、特例的な措置により、当分の間は過去1年間に国民年金保険料の滞納がなければ保険料納付要件を満たしているとされます。）
いずれにしても従業員の方で会社が厚生年金に加入している場合は、自動的に上記の国民年金の保険料納付要件は概ね満たしているといえます。
今回は、労災請求にからめた解説ですので、国民年金の被保険者でない未成年者の方に支給される20歳前障害基礎年金については割愛します。お知りになりたい方は個別にご連絡ください。
障害基礎年金は、労災申請とは届出先も異なります。
申請の種別 届出先 

労災 労働基準監督署 

国民年金 社会保険事務所 

厚生年金 

■労災と社会保険では障害等級が異なることがある。
同一の障害を負ったのに、社会保険事務所と労働基準監督署の裁定した障害等級が異なることがあります。これは、障害基礎年金、障害厚生年金の障害等級は社会保険事務所の選定する医師が等級づけを行ない、労災の障害等級は労働基準監督署の選定する医師が等級づけを行なうために生じています。
大きく差がつくことはないにしても労災で障害等級2級であったとしても障害基礎年金、障害厚生年金で障害等級3級ということがしばしばあります。これは、診断のタイミングのズレや医師の所見に差があることが要因ですが、この決定に不服がある場合は不服申し立てができます。（不服申し立てについては改めて解説します。）
労災保険と社会保険の調整（労災額の調整率）：

	労災保険/社会保険
	厚生年金＋国民年金
	厚生年金
	国民年金

	障害年金
	0.73、障厚・障基
	0.83、障厚
	0.88、障基

	遺族年金
	0.80、遺厚・遺基・寡婦
	0.84、遺厚
	0.88、遺基

	傷病年金、休業給付
	0.73、障厚・障基
	0.86、障厚
	0.88、障基


ただし、老齢厚生年金または老齢基礎年金は調整減額されない。

実際の計算：

（1） 給付基礎日額：

通常：

30才、平均賃金22000円、最高限度額16570円、

一部労働の賃金　10000円の時、22000-10000＝12000円＜16570円、12000ｘ0.6＝7200円が給付基礎日額、

一部労働の賃金が5000円の時、22000－5000＝17000円＞16570円、16570ｘ0.6＝9942円が給付基礎日額、

社会保険との調整時：

30才、給付基礎日額　最低限度額6704円、最高限度額16570円、

休業給付　12000円、調整率0.86

障害厚生年金　600000円の場合：

12000ｘ0.86＝10320円

600000÷365＝1644円／日

合計　11964円　＜12000円：12000円に届かないので、

調整後の休業補償給付　12000－1644＝10356円として、

障害厚生年金　1644円

合計　12000円を給付する。


■報酬規定
	業　　務
	報　　酬
	成功報酬

	メール相談（初回は無料、
２回目以降の料金）
	2,000円／回
	　

	面談相談
	30分につき5,000円
	　

	立会相談
（官公署等の立会い）
	１時間につき15,000円
	　

	労災給付請求
（過労死・後遺障害）
	50,000円
	年金の場合、　給付年額の10％を７年間 
一時金の場合、　給付額総額の15％

	　　　〃　　　（外傷）
	30,000円
	年金の場合、　給付月額総額の２月分 
一時金の場合、　給付額総額の10％

	　　　〃　　　（第三者行為）
	80,000円
	

	年金給付請求
	30,000円
	　

	健康保険請求
	30,000円
	　

	　　　〃　　　（第三者行為）
	60,000円
	　


　　※遠方への出張の日当、交通費は実費請求となります
神戸労働法律研究所
　社会保険労務士
　所長　八木　昌孝
〒６５７－００１５
神戸市灘区篠原伯母野山町１－１－１－１１７
ＴＥＬ　０７８－５５５－７９７３　　ＦＡＸ　０７８－８０２－０５３１
e-mail　krk@flowerbeans.com
